
【岩手県県土整備部建築住宅課】 

 

岩手型住宅賛同事業者（グループ）募集要領 

 

１ 趣旨 

  岩手型住宅の理念に賛同し、実際に取組を行っている事業者又は事業グループを募集し、その

取組を周知することにより、県民の岩手型住宅の建設を促進するとともに、事業者間の連携や競

争が図られ、岩手型住宅の取組が波及・発展していくことを期待するもの。 

 

２ 対象者 

  岩手型住宅の理念に賛同し、岩手型住宅の建設を推進する事業者又は事業グループで、実際に

取組を行っている者（以下、「賛同事業者等」という）とする。 

  ただし、次に掲げる者を除く。 

  ① 禁錮以上の刑に処せられた者 

  ② 建築士法（昭和25 年法律第202 号）、建設業法（昭和24 年法律第100 号）又は建築物の

建築に関し罪を犯して罰金の刑に処せられた者 

  ③ 過去５年以内に建築士法、建設業法等の建築物の建築に関する法律による処分を受けた者 

  ④ その他、県が賛同事業者等として不適当と認めた者 

 

３ 応募方法 

  賛同事業者等の募集に応じようとする者は、岩手型住宅賛同事業者応募用紙（以下、「応募用

紙」という。）に単独事業者、グループの区分ごとに記入の上、岩手型住宅賛同事業者としての

心得を遵守する旨の同意書を沿えて、県土整備部建築住宅課に提出する。 

  なお、単独事業者とグループでの応募が重複することは妨げない。 

 

４ 公表方法 

  県土整備部建築住宅課は、提出された応募用紙の内容を確認の上、内容が適切であると認めら

れた場合、応募用紙の内容についてホームページにより公表を行う。 

  なお、公表する際は、県内に本店を有する事業者と県外に本店を有する事業者を区分すること

とする（グループの場合は事務局の所在地により区分する）。 

  また、賛同事業者等に対しては、県が作成した岩手型住宅普及ポスターを配付することとする

（グループの場合は構成メンバー分を配付する）。 

 

５ 公表の取り止め 

  賛同事業者等として公表後、２の①から④に該当するに至った場合は、賛同事業者等としての

公表を取り止める。 

 

６ その他 

県土整備部建築住宅課は、主催するイベント等において、賛同事業者等から取組の内容を紹介

する展示物を収集の上展示を行うなど、賛同事業者等の PRに努める。 

また、県土整備部建築住宅課は、賛同事業者等が行う岩手型住宅に関する各種イベント等に関

する情報を随時収集し、PRに努める。 


